
香南市農業集落排水事業経営戦略(令和７年７月改定版）概要

１．改定の趣旨と計画期間

本事業は、平成７年度に一部地区で供用を開始し、平成15年度に６つの処理区すべ
てにおいて供用されるようになりました。令和５年度末時点では、計画処理区域３７
３haのうち、２１１ha（約56.6％）の整備が完了しております。
今後の人口減少に伴う収入減や将来の施設の老朽化に伴う更新需要への対応等、下

水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増していく状況の中で、将来にわたって、安
定的に下水道事業を継続していくために、中長期的な視点で事業経営を行うべく、令
和２年３月に「下水道事業経営戦略（令和２～11年度）」を策定し、健全な経営の確
保に努めています。
今回、策定から５年が経過し、使用料の改定等を踏まえ、計画の見直しが必要であ

ることから、経営戦略を改定するものです。■計画期間：令和7～16年度（10年間）

1）趣旨

２．農業集落排水事業の概要と取組状況

1）農業集落排水事業利用状況（R6.3.31現在）及び施設概要

水洗化人口は5,025人（水洗化率65.2％）で、市全体人口の約15.4％の方が利用
しております。

３．現状の経営に係る状況

1）収入に係る事項
行政区域内人口は、平成26年度から令和５年度にかけて1,314人（△3.9％）減少

しておりそれと比例して、処理区域内人口も346人（△6.4％）減少しています。
これに伴って、使用料収入も減少傾向にあります。

➢ 人口の推移 ➢ 使用料収入の推移

２）支出に係る事項

維持管理費の大部分を占めている減価償却費は、減少傾向にあります。一方で、
管渠費は老朽化に伴う修繕費の増加により、徐々に増加しています。また、計画
面積に対しての整備率は56.6％ですが、今後人口減少も見込まれることから浄化
槽による処理を推奨し、新たな整備を実施する予定はありません。

➢ 維持管理費の推移 ➢ 整備状況

【処理場施設の状況】

２）これまでの取組

令和２年度より、地方公営企業法の財務規定等を適用し経営基盤の強化・効率的
な経営の実現に取り組んでいます。

●老朽化対策

●地方公営企業法の適用

令和３年度に農業集落排水施設ストックマネジメント実施方針を作成し、施設の
計画的な改築・更新に努めています。

●広域化・共同化

今後、漁業集落排水事業同様、下水道事業の処理区への統合（母代寺処理区、佐
古処理区、上岡処理区、中山田処理区を野市処理区へ接続、上夜須・十ノ木処理区、
徳王子処理区を夜須処理区へ接続）を検討しております。

●資産活用

太陽光発電施設設置による、空きスペースの有効活用を実施しています。



４．将来の事業環境

1）収入に係る事項

行政区域人口は、令和16年度時点で30,042人（令和５年度比△2,664人）と減
少することが予測され、処理区域人口も減少する見込みです。
現行水準は他団体と比較して低く、一般会計からの補助によって経営が成り立っ

ている状況であり、使用料値上げが必要な状況です。下図は、現行水準と改定(令和
８年度に22％、令和12年度に20％）した場合で比較しています。

➢ 人口の予測 ➢ 使用料収入の予測

２）経費回収率と３条一般会計補助金の予測

使用料で経費をどの程度賄えているかを示す経費回収率は、使用料改定を実施しな
い場合、50％を下回ることが予測されます。また一般会計補助金も高止まり傾向にあ
ることから、適切な使用料改定の検討が必要となっています。

➢ 経費回収率の予測 ➢ ３条一般会計補助金の予測

３）目標達成に向けた具体的な取組

①使用料改定の検討・・・区域内人口の減少、および施設の耐震化・老朽化対策に
費用を要することから、３～５年毎に改定要否の検討を実施します。

②投資の平準化に向けた取組・・・ストックマネジメント計画に基づき、リスク評価
を行ったうえで、優先順位をつけながら投資の平準化を図ります。

③広域化・共同化の取組・・・県策定の「高知県全県域生活排水処理構想」における
広域化・共同化が可能な領域がないかを検討します。

④包括的民間委託の検討・・・既に複数の業務を事業者に委託していますが、民間
の創意工夫、知識や経験を更に活用するために、包括的民
間委託についても検討していきます。

５．目標指標及び取組

１）目標指標一覧

経費回収率を計画期間最終年度である令和16年度に70％達成、料金改定により
使用料単価180円を達成することで、３条一般会計繰入金を現行水準より削減させ、
70,000千円以下とすることを目標とします。

経営戦略期間中において、PDCAサイクルにより計画のフォローアップを行います。
また、計画をもとに実施した事業は、進捗管理および財政状況のチェックを実施する

とともに、自己評価を行い、原則として５年に一度見直しを実施します。

６．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

➢ 経費回収率向上に向けたロードマップ

３）施設の見通し（将来事業費の概要）

本事業においては整備が完了しており、今後は老朽化対策や地震対策に適切に対
応する更新時期に入っています。このため、ストックマネジメント計画による点検
や施設更新を実施します。
ただ、財源には限りがあることから、本計画では年間20百万円を上限として優先

順位をつけつつ平準的な投資を実施してまいります。

２）投資財政計画


